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１． はじめに 
 
地方部における公共交通の利用者は，主に運転免

許を持たない高齢者や高校生など自動車を自由に利

用できない人達である．特に公共交通が不便な地域

におけるこれら交通弱者といわれる人々の生活行動

は，現状の低いサービス水準によって本来の欲求を

満たせていない可能性があり，現在の交通行動を基

に公共交通等の計画を策定した場合には，住民の欲

求と乖離した計画となりかねない．このような状況

は，過疎地域だけでなく都市部においても同様の状

況にある地区も増えつつある． 
従来の都市圏パーソントリップ調査は，主に平日

ピーク時の交通計画を対象とした調査であるため，

通勤・通学などの日常的な交通特性が把握できれば

よかった．しかし，高齢者等の生活行動は，週に数

回の買物や月に数回の通院など，非日常的な交通行

動が主体であり，送迎などでは他の人の意向なども

交通行動に影響を及ぼすことから，これらを考慮し

た調査票の設計が必要である．さらに，現状のサー

ビス水準に左右されない生活ニーズそのものを聞き

出す工夫が必要となる．本稿では，生活交通ニーズ

把握のための調査票設計の考え方について論じる． 
 
２． 従来のパーソントリップ調査の問題点 
 
従来の都市圏パーソントリップ調査は，一日の交

通行動を詳細に記述してもらう形式であり，一例と

して全国都市パーソントリップ調査(1999)1) の調査

項目を示すと，表-１のとおりである．調査票は A3
で，世帯票（表）と自動車票（裏），個人票平日（表）・

休日（裏），付帯票（表裏）の 3 枚になり，設問数

（回答欄）は付帯票を除いても 201 にも及ぶ．全国
都市パーソントリップ調査は比較的に調査項目を絞

っており，個別都市圏の調査では，乗り換え地点や

代替交通手段利用の可能性など，特に交通手段に関

わる項目をより詳細に聞いており，平日票のみで A3
表裏となるため，休日調査をあきらめ平日調査のみ

の場合が多い． 
いずれにしても，６トリップ分程度用意してある

交通手段に関わる設問の分量が多く，実際は 2,3 ト
リップしかしていない，自動車利用等で乗り換えが

ないといった場合には大半が空欄になるにもかかわ

らず，見た目は非常に過大な負担と感じられるもの

となってしまっているのが現状である．また，買物

行動によく見られる回遊行動については，記入の手

間を減らすために回答を省略してしまおうという心

理も働くものと思われる． 
全国都市パーソントリップ調査は訪問配布・留め

置き・訪問回収で実施しており，回収率は約 75%と
なっている．しかし，訪問配布時の調査拒否や受け

取ってからの回答拒否も多く，有効票数の確保には

苦労しているのが実態である． 
 
表-1 全国都市パーソントリップ調査の調査項目 

調査票 調査項目 設問数

世帯属性 住居の種類，建て方 2 世帯票 
構成員の

属性 
性別，年齢， 
続柄，職業， 
運転免許の有無， 
自由に使える自動車

6×6 

保有状況 車種別台数 7 自動車票 
自動車特

性 
車種，所有者， 
保管場所 

3×6 

OD 出発地，到着地 
出発時刻，到着時刻

目的 

5×6 個人票 
（平日・ 
休日） 

交通手段 交通手段， 
手段別所要時間 
到着地までの距離 
利用自動車， 
運転者，同乗者数，

駐車場所，駐車料金

18×6 

付帯調査票 意識調査  
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交通弱者の生活交通を把握するため，このような

パーソントリップ調査を実施した場合，以下のよう

な問題点があると考えられる． 
1) 主な対象者が高齢者等アンケート調査に不慣
れな場合が多く，設問数の多さに圧倒され回答

を拒否する可能性が高くなる． 
2) 買物などの回遊行動の記入を省略してしまう
可能性が高い． 

3) １日の実態調査では，頻度が少ない買物・通院
などの行動が把握できない． 

4) 買物・憩いなどは詳細な目的や目的地が多様で
あるが，詳細な実態が把握できない． 

5) 実際の行動が，自由な行動なのか公共交通や送
迎者など制約によって制限を受けたものなの

かの判断ができない． 
3) 4)の問題に関しては，１週間の行動を記録して
もらうダイヤリー調査などもあるが，やはり被験者

にとっては負担が大きいため，記入式の調査には適

さないものと考えられる． 
 
３． 実態及びニーズ調査の設計方針 
 
ここでは，過疎地域の小さな自治体や都市部でも

高齢化した郊外団地などにおいて，地域の生活交通

を維持・向上させるための施策を考えるに当たり，

住民の生活行動実態やニーズを把握するための調査

を想定し，調査の設計方針について述べる． 
このような状況では，以下のような点を考慮すべ

きであると考えている． 
1) 小規模な自治体や一部地域を対象とした調査
のため，多額の調査費はかけられない． 

2) 公共交通のサービス水準が低く，多くの人は自
動車（送迎を含む）を利用している． 

3) 普段自動車を利用している人は公共交通サー
ビスの現状を知らない可能性が高い． 

4) 買物でも，内容に応じて自宅周辺，中心市街地，
郊外ショッピングセンターなど使い分けてい

る可能性が高い． 
5) 買物・憩いなどは車を自由に使える人と使えな
い人で行動に大きな違いがあると思われる． 

6) 外出しなくても，家族に買物を頼んだり宅配サ
ービスなどによって欲求を満たしている可能

性もある． 
このような状況において，住民，特に交通弱者の

生活行動実態やニーズを把握するため，以下のよう

な方針で調査を設計することとする． 
1) 調査票の配布回収は郵送や自治会組織を活用
し，訪問は１回以下とする．したがって，見た

目をできる限り簡単なものとし，A3 表裏 1 枚
程度に収める． 

2) 交通弱者の抽出率を上げるため，1世帯に2票，
場合によっては「男／女」「自動車を自由に使

える人／使えない人」といった 2種類の調査票
を用意することも考慮する． 

3) 公共交通利用者の実態把握のためには，バス停
やバス車内での配布も検討する． 

4) 通勤より買物・通院などの実態把握に焦点を絞
り，目的地別の頻度，手段，代替可能性等を把

握する． 
5) 交通弱者に対しては，送迎の頼みやすさなどお
かれている環境も把握する． 

6) 自分で運転している人の公共交通転換可能性
は低いことから，送迎してもらっている人から

の転換や出控えている人の誘発需要を探る． 
7) 交通弱者に対しては出控えや外出への欲求を
聞くが，直接的な設問では難しいため，間接的

に聞き出す工夫をする． 
8) 自分で運転している人へは，送迎等の負担や将
来の運転意向などを尋ねた上で，公共交通支援

に対する意向を尋ねる． 
 このような方針による調査項目の案を表-2に示す． 
 
表-2 生活交通調査の調査項目案 

調査票 調査項目 設問数

世帯属性 居住履歴 1 世帯票 
構成員の

属性 
続柄，職業の有無，

運転免許の有無， 
3×6 

自動車票 保有状況 車種別台数 3 
個人属性 性別，年齢(年代)，

自由に使える自動車

将来の運転意思 
送迎の可能性 

5 個人票 

目的別 or
目的地別

行動概要

目的地 or目的 
平休の別，頻度， 
交通手段， 
代替可能性 

4× 
4～6

付帯調査票 意識調査  
 
４． おわりに 
 
 本稿では生活交通のニーズ把握のための調査票設

計の考え方を整理した．今後，これまでの調査事例

の反省を踏まえ，聞き方など詳細な検討が必要であ

り，調査事例の収集・分析を進めていきたい． 
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